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要　　旨

　1960年代における欧米の中等教育改革の波は、「すべての者に中等教育を（secondary　education　for　all）」

の標榜のもとに、中等教育の機会をすべての者に保障するための制度改革を要請するものであった。なかんずく、

伝統的学校観に依って立つ複線的あるいは多様な系統を有する中等学校の開放によって教育の機会の保障を求め

たのである。このような動向は、学校制度においては頑固なまでに保守的であるスイスにとっても国民学校上級

課程（Oberstufe，　Sekundarstufe　I）見直しの気運を盛り上げることとなった。

　カントン・チューリヒにおいては、学校改革のための機構設置と法改正ならびにAVO（Abteilungsubergreifenden

Versuche　an　der　Oberstufe）政策が、スイス全体の中等教育改革にとって先導的な役割を果たしたのである。

Schoolreforms　of‘‘Oberstufe　im　Kanton　Zurich”in　Switzerland

Morio　Endo

Miyagi　University　School　of　Nursing

Abstract

　Schoolreforms　of　secondary　schools　in　Europe　and　America　were　very　rapid　in　the　1960’s．　The　aim　of　this

movement　was　to　open　up　all　forms　of　secondary　education　to　alL　In　Switzerland，“Oberstufe”or
“

Sekundarstufe　I”of　the“Volksschule”was　the　central　point　of　schoolreforms．　Swiss　secondary　schools　fall

into　some　categories．　This　school　is　considered　part　of　the　“people’s”school（Volksschule）．　This　paper

is　to　analyse　the　organization　for　the　schoolreforms　and　the　“AVO”in　ZUrich．
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一 カントン・チューリヒの法改正と実験学校一

はじめに

　1960年以降、スイスのカントン・チューリヒにおい

ては学校改革のための動きが活発化し、特に国民学校

の上級課程、すなわちOberstufeの構造上の改革に関

する多くのモデルが提議されていたD。そこで目指

されているのは、単なる部分的な改善ではなく、学校

及び教育制度全体の改革であった2）。

　本稿では、チューリヒにおける学校改革のための

機構設置と法改正ならびにチューリヒのAVO
（AbteilungsUbergreifenden　Versuche　an　der

Oberstufe）政策について取り上げ考察することにす

る㌔

1　教育改革のための法改正

（1）改正の背景と経過

　　1960年代以降、カントン・チューリヒにおける

　上級課程の第7～9学年の再編成の実験的試行に

　関しては、1959年に国民学校法（Volksschulgesetz）

　のなかに規定が加えられた㌧すなわち、”教育局

　　（Erziehungsrat）は、特定の教育・授業計画を

　伴った自由な実験学年（Versuchsklassen）の導

　　入を認めることができる。諸々の法律及び就学

　　義務の開始と期間に関する規定の範囲のなか

　で、・・一…　”（第73条）という内容であった㌔

　　新しい改革が目指しているのは、それぞれの学

　年やクラス毎の改善にとどまらず、学校制度その

　　ものの改革を意味するものであった。従って、こ

　の国民学校法第73条の規定のみでは法的根拠とし

　ては不十分であった。つまり、第73条は国民学校、

　なかでも実験学年にのみ関連し、中等学校
　　（Maturitats－und　Diplommittelschulen）ある

　いは実験学校（Modellschulen）をその範疇には

　入れていない。そのために、学校及び教育制度の

　より広範な発展のためには学校実験のための新し

　い法的根拠を必要としたのである。カントン教育

　局は、国民学校関連の専門部局（Padagogische

　Abteilung、　Abteilung　Volksschule等）に働きか

　け、学校実験のための法令の草案づくりに奔走し

　た。1972年の終わりには、教育局はそのための組

　織づくりを決定し、同年カントン教育局内におい

　て学校実験のための議案が、教育参事会、教会理

　事、教員団体、地方学務委員会等の構成員によっ

　て協議がなされた。1974年9月にカントン議会に

　送付され、最終的には1975年9月7日に国民投票

　（Volksabstimmung）で承認され、1975年10月18

　日に効力を発することとなったのである㌧学校

　実験法及びその実施規定（Vollzugsverordnung）

　は、学校改革がいかにして生じ、関係者がいかな

　る基準に基づいて計画や実施に参加しうるかを示

　したものである。

　　本法の最も重要と思われる条文は、次の通りで

　ある7．。

第1条　学校実験は、就学前段階、国民学校及び中

　等学校の領域においては、正規の学校法とは区別

　して実施される。それは、学校制度の再構築のた

　めの解決原理に貢献するものである。この目的の

　ために、カントン及び地域の実験学校は設立され

　る。

　　実験学年（Versuchsklassen）は、現行の学校

　系統の範囲内では特別の教育課程、授業計画で

　もって実施される。その際、個々の科目に関して

　は、現存の学校機構とは区別される。すべての実

　験の場合に、就学義務の開始と期間に関する規定

　は、維持される。

　　実験学校の通学は、就学義務の遂行と見なされ

　る。

第2条　教育参事会は、学校実験の目標と内容を決

　定し、その実施を規定する。

第3条　カントン議会は、カントンの実験学校の設

　置について決定する。

　　カントン議会は、地域の実験学校の設置に関し

　て当該ゲマインデ機構の提案に基づき、あるいは

　賛同を得て決定する。

　　カントン議会は、実験学年の導入に関してゲマ

　インデ学務委員会（Schulpflege）の提案に基づ

　き、あるいは賛同を得て決定する。

第4条　カントン参事会（Regierungsrat）は、か

　かる法の遂行に必要な規定一それはカントン議会

　によって認可される一を公布する。

第5条　本法及び本法に基づいて発せられた命令も、

　他に規定がない限りにおいて、当該学校実験に

　とっては本法が有効である。

第6条　1899年6月11日の国民学校に関する法第73

　条は、無効となる。

第7条　この法律は、有権者の承認の限りにおいて

　カントン議会の決定の公表後に効力を発する。

　　改正は成立したものの、国民投票の際の高い否

　定投票数の理由は何であるか。疑いもなく現行学
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校制度に十分満足しているということの証でも

あった。このような決定の過程は、教育の領域に

おける法とその執行に関して、いかに慎重な取り

扱いがなされているかを窺うことができるのであ

る。

　ところで、実験法のための施行規定は1976年9

月に提案され、その後間もなくカントン議会で承

認されている。次のような内容が含まれている8）。

・ 学校実験の方法

　学校実験は、カントン及び地域の単位で遂行さ

れる。カントンの学校実験は、カントンによって

遂行され、負担される。その設置は、カントン議

会に権限がある。教師は、カントン参事会によっ

て任命される。地域の学校実験は、カントンとの

共同のもとでゲマインデあるいは目的団体

（Zweckverbanden）によって遂行され負担され

る。カントン参事会は、ゲマインデ学務委員会と

の審理のなかで設置について決定する。教師の配

置と選出は、国民学校の規定に従う。地域の実験

学校への通学は学区（Schulgemeinde）の決定に

よって義務制ともなりうる。その場合、実験学校

は正規の学校の代替となる。実験学年の場合、次

の点は新規である。すなわち、それらが就学前段

階にも拡大され、かつ個々の科目に関しては現行

の学校制度とは区別される点である。例えば、

個々の科目においては系統を統合した実験が遂行

されうる。

・ 教育・授業の保証

　実験学校及び実験学年の生徒にとって、可能な

限り適切な授業の提供によって正規の学校への移

行が容易になされなければならない。教育参事会

　（Erziehungsrat）は、特別移行規定を公布する

ことができる。

・ 実験の管理と指導

　地域の実験学校の正規の領域に関する管理は、

ゲマインデならびに地区（Bezirk）学務委員会及

び教育参事会に、カントンの実験学校の場合には

管理委員会（Aufsichtskommission）及び教育参

事会にその責任がある。実験そのものは、プロ

ジェクトないし実験指導部、学校実験のための計

画指導部（Planungsstab）及び教育参事会の指

導と管理下にある。

　学校実験にとって重要なのは、権限の問題であ

る。学校の可能な変革を実験するために、その権

　限は当該当局に委譲され、従来の学校法とは区別

　されているところにこの法の特徴がある。チュー

　リヒ住民は、この法の採用でもって柔軟な措置に

　同意したのであり、学校実験の目的と内容に関し

　てその時々に決定する権限を当該当局に与えたの

　である9㌔

（2）学校実験計画のための組織

　　教育当局にとって重要なのは、実験のための共

　同の要求及び新しい状況に教育そのものが継続的

　に適応できるかどうかということであった。確か

　に、あらゆる方面、すなわち親、教師及び政治・

　経済分野から、現行学校制度に対する変革の諸要

　請が存在していた。しかし一方で、従来の学校は

　その使命を充分に果たし、従って変革は不必要で

　あるとの見解もまた存在する。こうした議論の渦

　中にあって、教育当局は学校実験による実践と教

　育研究の成果が今後の学校制度改革の方向を左右

　するとの認識から、その組織を十全なものにする

　ことに留意したのである。

　　1972年11月1日、カントン参事会は”学校実験

　計画のための組織”を設置したのである。その概

　要は、次の通りである1°）。

Erガehungsdire1就or

　　E頂ehungsrat

Versuchsschu1－

Kommission
Padagogische　AbteUu㎎

　　　　　　　　ミ

　　　　　　　　lP㎞u㎎sstab

　　　　　　　　l　　f（五

　　　　　　　　lSch加ersuche
　　　　　　　　｝

　　　　　　　　｝　　　　　　　　1

Kantonale

Lehrerkonferenzen

Pr（りektgruppen

図1　学校実験のための組織

　この図からも明らかなように、学校実験の計画

組織のために新たに3部局が設けられることと

なった。実験学校委員会（Versuchsschul

kommission）、実験学校のための計画指導部

（Planungsstab　fur　Schulversuche）、そしてプ

一 101一



スイスにおける中等教育制度改革の史的考察

一 カントン・チューリヒの法改正と実験学校一

　ロジェクト・グループ（Projektgruppen）であ

　る。さらに、計画指導部の管理下の教員会議

　（Lehrerkonferenzen）には協議権（Mitspracherecht）

　が与えられることとなった。

　　以下、これらの諸任務について概説する。

　　実験学校委員会は、実験計画の領域における教

　育局の予備協議機関である。それは、学校・教育

　政策と実験との結合を図り、スムースな学校管理

　の運営に努める。

　　学校実験のための計画指導部は、学校実験プロ

　ジェクトのための教育学的、組織的な原理を確立

　し、教育計画、学習形態、学校組織、文献的研究、

　財政、管理等の領域においてプロジェクト・グル

　ープを支援する。実験開始後は、実験の指導、協

　力、原則的な目的の厳守の検討、そして必要な場

　合には、実験構想の修正等が主たる任務である。

　　プロジェクト・グループは、大規模な実験計画

　の際に詳細な部分検討を行う計画指導部直属の

　機関である。ここには、一般に教育専門家及び

　計画指導部の委託を受けた教師、当該学校段階

　の教師、実験にかかわる教師の代表者、地域学務

　委員会の代表者、さらに他の機関（Oberseminar、

　Pestalozzianum）の代表者によって構成される。

　グループは、実験を遂行し、研究を積み重ね、そ

　の結果を計画指導部に報告し、種々の提案を行う。

　　カントンの教員会議は、学校実験のために教員

　を代表する組織である。もちろん、教員にかかわ

　る他の組織としては教科に関する団体、あるいは

　学校類型（第1～3学年、第4～6学年、初等学

　校、中等学校）に関する団体など多く存在し、学

　校実験にかかわる協議権を有している。従って、

　この会議はあらゆる教員団体の代表者から構成さ

　れ、実験の実践に伴う教育問題全般について検討

　し、計画指導部に報告する。少なくとも、年2回

　の会議が開催される。

（3）実験計画の内容

　　計画指導部は、3つの実験計画をそれぞれのプ

　ロジェクト・グループに委託している。その内容

　は、次の通りである1㌧

　1）上級課程（Oberstufe）における部分実験（第

　　7～9学年）　（1975～1978）

　　　14施設（学校）で4つの改革が実施される。

　　①部分実験1（第1～3学年）

　　　　Sekundar－、　Real一及びOberschuleでの
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　　音楽、手工、体育の授業での系統を統合した

　　コース

　②部分実験2（第3学年のみ）

　　　Sekundar一及びRealschule第3学年にお

　　ける英語、イタリア語の授業での統合授業

　③　部分実験3（Real一及びOberschuleの第2

　　3学年）

　　　幾何学及び幾何画法において、関心のある

　　女性を男性と対等にすること（機会均等）

④　部分実験4（選択制の導入）

　　　従来規定されている授業時間数を必修時間

　　数と選択時間数に分配し、すべての科目に柔

　　軟性をもたせる。生徒は、特に関心のある科

　　目に重点を置き、興味のわかない他の科目の

　　履修時間を軽減することができる。

2）中等段階（Mittelstufe）での言語授業の個

　男Uイヒ　（1976～1978）

　　8件の実験学年（1976／77：第5学年、1977

／78：第6学年）が、次のような目的をもって

　遂行されている。

①個別化教育を容易にするための教材収集と

　　教育活動への援助

②言語教育の個別化のためのメトーデ、教授

　　学的理論構築のための教師の研修

③適切な学習グループの設定とその実験。そ

　　の際、グループの大きさ、能力差、興味・関

　心の差が教材選択、活動形態及びグループ構

　成にとって重要な要素となる。

④　生徒個々人の性格及び態度の評価の促進

3）上級段階における系統を統合した学校実験

　（AVO）

　　この学校実験は、1976～1977年に上級課程で

計画されたものである。次のような実験内容が

含まれている12｝。

①　中等学校（Mittelschule）の下学年を考慮

　　した統合的学校制度

②　教育の均等化と拡大（Sekundarschule、

　　Realschule、　Oberschule）

③職業並びに学習相談の改善

④異なる能力と興味の配慮（能力別授業及び

　選択科目授業、促進・補助クラス、プロジェ

　　クト授業）

⑤新しい活動援助及び授業援助の育成と試行

⑥移行のための措置の再考



宮城大学看護学部紀要　第2巻　第1号　1999

　　⑦　生徒の評価問題及び学校生活相談の解決

　　⑧教師間及び学校と家庭との共同活動の形態

　　　の育成と促進

　以上3つの計画のなかで、最後のものがチューリ

ヒにとっては大きな、しかも重要な改革テーマで

あった。これまでの上級課程の厳しい系統別体系の

是正が要請されていた。すなわち、60年代の内外に

おける教育目的、内容、方法そして制度そのものが

根本的に問われる動向のなかで、チューリヒの学校

制度も従来のように委員会組織のなかで片手間に処

理するというのではなく、専門的かつ本格的に取り

組む必要性が生じたのである。チューリヒ当局は、

まず学校実験計画のための専門家を含めた組織を設

置し、学校実験法（GesetzUber　Schulversuch）の

公布（1975年）でもって法的根拠を整備し、改革の

ための体制を確立したのである。

　そこで次に、このAVOによる実験について考察

することにする。

2　AVO政策による学校実験

　　AVO政策は、1977年にレーゲンスドルフのペー

　テルモース（Petermoos）と1979年に小さなゲマイ

　ンデであるグラットフェルデン（Glattfelden）で

開始された。また、1983年春以来、ゲマインデ・

ニーダーベーニゲン（Niederwenigen）でも同様の

実験が行なわれた。

　　カントン・チューリヒにおける学校改革の背景に

　は、三系統に分類された上級課程の学校そのものが

不足しているという事情があった。そのことに起因

　し、種々の問題が生じていたのである。すなわち、

　ゼクンダールシューレ、レアルシューレ及びオーベ

　ルシューレへの生徒の固定的振り分け、系統に相応

　した種々の教育の提供（教育計画、教材、時間配

　当）は、生徒を早期に自らの進路を固定化してしま

い、彼等の発達の可能性を妨げてしまうことが懸念

　されていた。従って、次のような目的をもって改革

への取り組みが開始されたのである13）。

　（1）改革の目的

　　・種々の授業形態を適用することによって、生徒

　　　の能力と関心に応じさせる。

　　・学校は、学習ならびに個々の授業の中心的な場

　　　として、共通の社会的経験を可能にすべきであ

　　　る。

　　・上級課程の種々の学校系統での従来の分離され

　　た授業内容は、相互に同化されるべきである。

　　上級課程の授業の同化によって、教育はすべて

　　の生徒にとってより良く果たされ、また授業は

　　より実際生活に即して適用される。

　・系統を包括した上級課程での授業は、将来の進

　　学、就職に関する決定をしばらく保留し、生徒

　　により多くのオリエンテーリングを可能にする。

（2）授業の構造上の特徴

　　学校実験は、第7、8、9学年を包含しており、

　授業は次のような形態で施される。

　・二段階の要求水準に応じた基幹クラス授業

　　（Stammklassenuntericht）：基礎クラスと上

　　級クラス

　・フランス語と数学の科目において、難易度に応

　　じた三段階の学力別授業（Niveauuntericht）：

　　高・中・低（hoher，mittlerer，　einfacher　Grad）

　・選択科目授業とプロジェクト授業

　・促進コースと補助コース

　・ドイツ語における個別化

　　授業の構造は、次のように図示することができ

　る14）。

Stammklasse　H：h6here　Anforderu㎎en

Stammklasse　G：grund是gende　Anforden1㎎en

Niveau　h　　　　：hoher　Schwlerlgke▲tsgrad

Nlveau　m　　　：mlttk∋rer　Schwler｛gkeitsgrad

Niveau　e　　　　：elnfacher　Schwler㎏keitsgrad

図2　授業の構造

　基幹クラスの授業においては、生徒は小学校で

の移行措置の結果に基づき二つの大きなクラスに

分類される。この分類は、学校系統のオーベル

シューレ、レアルシューレとゼクンダールシュー

レに対応させている。ここでの授業科目としては、
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　自然科学（Naturlehre）、国民生活（Leben　im

　Staat）、音楽、スポーツ・体育の領域である。

　　学力別クラス編制は、主としてフランス語と数

　学、そして時にはドイツ語の授業で実施されてい

　る。このクラス編制は、上級学校への接続を十分

　に考慮したものであり、特に上級クラスはミッテ

　ルシューレ（Mittelschule）への進学を前提とし

　ている。ここでの授業は、教材の量的拡大を目指

　すのではなく、内容の深化を主たる目標としてい

　る。

　　一方、授業の特徴として生徒の社会的経験を豊

　かにするために、ゼメスター毎にプロジェクト週

　間（Projektwoche）が遂行されていることに注

　目することができる。生徒の共同責任において、

　目的設定、計画、実践がなされ、この学習経験に

　よって自立的な活動能力の養成を意図しているも

　のである。それぞれの専門領域を越えた生活との

　関連に留意した内容を構成し、既習の内容を十分

　に駆使し、かつ基本的知識・教養を更に深めるた

　めの授業を展開する。この授業は、テーマは基幹

　クラスの授業内容に重点的に組み込まれている。

　　その内容については、国語の場合、新聞記事、

　記念祭（Jubilaum）、読書感想等を題材としてい

　る。S．　W．　G．（Staat，　Wirtschaft，　Gesellschaft）

　については、ゲマインデの状況把握、街の歴史、

　諸行事の調査等、また家政（Hauswirtschaft＞は、

　身近な料理及び祝賀料理（Gala－Abend）のため

　の計画、買物から料理法に至るまでの学習を行な

　う15）。

　　なお、AVOによる授業時間表は次のようになっ

　ている（次頁）16）。

　　選択科目の授業は、生徒の興味・関心及び特定

　の欲求に応じることによって、生徒自身の教育状

　態の補完的ないし深化、あるいは特定領域の専攻

　に役立てることを意図している。選択科目は、第

　2学年から採用され、英語かイタリア語を選び、

　そして第3学年では選択科目の数も大幅に増えて

　いる。

（3）生徒のクラス間移動の実態

　　基幹クラス及び学力別クラス編制での移動は、

　特に第1学年においては保証されている。次の図

　は、グラットフェルデン（Glattfelden）におけ

　る1979年から1982年までの3年間の第1学年の生

　徒のクラス間移動の結果である17）。

表　授業時間表（AVO）
（時間／週）

学　年 第9学年
第7学年 第8学年

科　目 必　　修 選　　択

ドイツ語 5 5 4 2

フランス語 5 5～4 5～4 2

英語／イタリア語 3

代　　数 4 1

幾　　何 6 6 2

理　　科 2 2 2

博物学実習 2

歴　　史 3 3 3 2

地　　理

図画及び造形 1～2 2 2

手工（男子） 3 3

2～3
手工（女子） 3 3

家　　政 3

幾何画法 1 1 2

音　　楽 1 1 1 1

体　　育 3 3 3

聖書及び倫理学 1 1 1

生活学 2 1

Stammkk旭sen　　　　　　　　　Mathematlk

3人噺 令3人　5人ウ

Franz6slsch

十1・人　・・人◆

＝］［三＝コ
2％　　　　　　2％ 4人噺　　十8人

　　　　　　　　　5％　　　　　　10％

Staπ曲se　H：hohe　Anforderungen

S⌒se　G：g㎜飽gende　Anforderu㎎en
Niveau　h　　：hohe　Anforderu㎎en
Niveau　m　　　　：mittlere　Anforde㎜gen

Niveau　e　　　　：elnfache　Anforderungen

■5人

5人噺 ■7人

8％　　　　　　　6％

図3　生徒のクラス間移動の実態

　能力に適した編制は、個々人の課題達成を可能

にすることを目標としている。従って、クラスの

移動は理解度を高めるために試験あるいは留年な

しで実施される。この方法は、移動に伴う差別感

を除去し、移動の可能性を高めることとなる。そ

の結果として、数学、フランス語の専門科目にお

いては移動率が大きくなっている。
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おわりに

　1970年代は、スイスの、特にカントン・チューリヒ

の中等教育制度改革が本格的段階に入ったといえる。

チューリヒ固有の中等教育の制度上の問題点もさるこ

とながら、チューリヒは、他の州のモデル的な存在と

しての立場にあったことからも、いち早くそのための

法的な整備、組織づくり、さらには改革のための実験

的試みを実行するに至ったのである。

　AVO政策に見られる学級編制や授業そのものの改

造は、スイスの言語的特殊性とも相侯って選択制を大

幅に導入するなど、その苦心の跡を窺うことができ、

またその効果も現れ始めていることも注目される。こ

れらの改革は、実験的改革ではあるが、制度面での伝

統性からの脱皮ということに止まらず、中等教育の機

会均等の面からもその果たした役割は評価されよう。
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